




















































































対象であり、2015 年 11 月 30 日現在で 586 件が登録されている。このうち農林産分野で
登録されているものの数を見てみると、野菜 55 品、果実 42 品、木材・石炭・炭 14 品、














地域団体商標 木材・石炭・炭 14 品目
（うち木材 10 品目）
野菜 55 品目、果実 42 品目、
米 7 品目
全体として農産品が 4 割程度、工芸品などの工業製品が 2 割 5 分、乳製品など加工食品






























るが、2016 年 1 月の現時点では急激な増加には至っていない。
次に、とくに木材について概況をみていくこととする。特許庁の産品項目では、木材・























































国内の制度としては、2014 年 6 月 18 日には、酒類以外の食品や工芸品を含む「特定農林
水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法）」が成立し、同年 6 月 25 日に公布さ






























































費用 出願・登録：49600 円（10 年間） 登録：9 万円（登録免許税）




































































図 2 a 沢野ごぼう 図 2 b 沢野ごぼう登録証書とロゴのシール
提供 沢野ごぼう事業協同組合 筆者撮影
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